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Notice Regarding Receipt and Publication of the Investigation Report (Summary Version) 

 

 

Syuppin Co., Ltd. (the “Company”) has been conducting a thorough investigation and review of its overall 

corporate governance, as announced in its notice dated June 24, 2026, entitled “Notice Regarding Future 

Governance Enhancements and Recurrence Prevention Measures.” The review covers the operation of the 

Board of Directors and other governing bodies during the period following that covered by the initial 

investigation, as well as the attitudes and conduct of internal and outside Directors and Audit & Supervisory 

Board Members. As part of these efforts, pursuant to a resolution of the Board of Directors at its meeting held 

on July 14, 2026, the Company established an investigation committee comprising independent external 

experts (the “Committee”) and commissioned it to investigate the Company’s overall governance and consider 

further measures. The Company hereby announces that it received the “Investigation Report (Summary 

Version)” from the Committee today, and provides below the background to and an overview of the matter. 

The Company is also publishing the Investigation Report (Summary Version) as an attachment to this notice. 

 

1. Background to This Disclosure and Purpose of Establishing the Investigation Committee 

Following an initial investigation commissioned by the Company’s Audit & Supervisory Board and 

conducted by Hibiya Park Law Offices, which confirmed inappropriate remarks and conduct toward the 

Company’s officers and employees by Naohiko Ono, who was then President and Representative Director, 

President Executive Officer and CEO, the Company reorganized its management structure following his 

resignation. In its announcement dated June 24, 2026, the Company stated its policy of investigating overall 

governance, including the operation of the Board of Directors and other governing bodies during the period 

following that covered by the prior investigation, and the attitudes and conduct of internal and outside 

Directors and Audit & Supervisory Board Members, and of considering further measures to strengthen 

corporate governance based on the investigation findings. 

In accordance with this policy, the Board of Directors established the Committee, comprising independent 

external experts, on July 14, 2026, and commissioned the investigation. Its purpose was not merely to 

establish the full circumstances of the matter, but also to clarify where responsibility lay in relation to 

governance, fundamentally review the Company’s compliance framework—including the operation of the 

Board of Directors and other governing bodies during the period following that covered by the initial 

investigation, and the attitudes and conduct of officers as a whole—and obtain effective recurrence 

prevention measures and related recommendations. 

 

 

 



2. Composition of the Investigation Committee 

 

⚫ Chairperson: Daisuke Terasaki (Attorney-at-law, City-Yuwa Partners) 

⚫ Member: Naoyuki Kishimi (Attorney-at-law, City-Yuwa Partners) 

⚫ Member: Aya Kinoshita (Attorney-at-law, City-Yuwa Partners) 

 

3. Receipt of the Investigation Report (Summary Version) and Publication of the Attachment 

The Company respects the contents of the report submitted by the Committee following its careful and 

impartial investigation and analysis. Today, the Company is publishing the entire contents of the Investigation 

Report (Summary Version) as an attachment, without altering the wording of the document as received. 

 

 

4. Future Course of Action 

The Company’s Board of Directors and management sincerely acknowledge and take very seriously the 

factual findings set out in the Investigation Report, the governance issues identified therein—including those 

concerning the attitudes and conduct of officers as a whole—and where responsibility lies. To clarify the 

responsibility of top management and the officers concerned, the Company has accepted their offers to 

voluntarily relinquish a portion of their remuneration, as described in the “Notice Regarding Voluntary 

Relinquishment of a Portion of Officers’ Remuneration” announced separately today. Taking into account 

the Committee’s findings and recommendations, the Company will devote its full efforts to further 

developing into concrete actions and steadily implementing the governance enhancement and recurrence 

prevention measures (20 measures in five areas) formulated and announced on June 24, 2026. 

The Company sincerely apologizes to its shareholders, investors and all other stakeholders for the 

considerable concern and inconvenience caused. 
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2026年 11月 9日 

 

シュッピン株式会社 御中 

シティユーワ法律事務所 

調査委員会 

調 査 報 告 書 

（要 約 版） 

 

第１ 調査の概要 

１ 調査開始及び調査委員会設置の経緯 

シュッピン株式会社（以下「当社」という。）は、当社監査役会が日比谷パーク法律事務所に委託し

て調査を行った結果、当時の代表取締役社長執行役員 CEO である小野尚彦氏（以下「小野氏」とい

う。）による当社役職員に対する不適切な言動（ハラスメント行為）が認められたことを受け、2026

年 7 月 14 日に開催された取締役会において、日比谷パーク法律事務所の調査対象となった事象（以

下「本件」という。）の全容解明にとどまらず、ガバナンス上の責任の所在を明確にすること、並びに

当社におけるコンプライアンス体制の抜本的な検証を通じて、実効性ある再発防止策及び提言を得る

ことを目的として、調査委員会（以下「当委員会」という。）を設置し、調査を委嘱した。 

 

２ 当委員会の構成 

当委員会の構成は、以下のとおりである。 

  委員長 寺崎 大介（弁護士 シティユーワ法律事務所） 

  委 員 岸見 直幸（同上） 

  委 員 木下 愛矢（同上） 

  なお、当委員会の補助者として、シティユーワ法律事務所の弁護士が調査に関与している。 

 

３ 本調査の目的 

当委員会による調査（以下「本調査」という。）の目的は、以下のとおりである。 

①本件に係る背景事情の解明 

②日比谷パーク法律事務所が調査対象とした時期以降の取締役会、経営会議等の会議体の運営、社

内外取締役・監査役の意識・行動面等も含めた当社のガバナンス上の責任の所在の明確化 

③当社におけるコンプライアンス体制の抜本的な検証を通じた、実効性ある再発防止策及び提言の

策定 

 

４ 本調査の前提 

本調査は、日比谷パーク法律事務所が行った小野氏による各行為の事実認定及びパワーハラスメン

トの評価につき、改めて事実認定及び評価を行うものではなく、当該事実認定及び評価を前提とし、
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必要な範囲で調査を実施し、事実認定等を補足した上で、ガバナンス上の責任の所在について検討及

び評価を行うものとする。 

 

第２ 調査の概要及び調査の前提と限界 

１ 調査手続の概要 

  当委員会は、2022年 11月から 2026年 5月（小野氏が当社の代表取締役から取締役に役職変更し

た時期）までを調査対象期間とし、小野氏及び当社元取締役である岡部梨沙氏（以下「岡部氏」とい

う。）による当社の役職員に対するパワーハラスメント行為に関して、①現旧取締役による職務執行に

おける善管注意義務違反、②現旧監査役による取締役の職務執行の監査における善管注意義務違反の

有無を含むガバナンス上の問題点につき、法的な観点から調査・検討を行うために、当社に現存する

資料を精査するとともに、小野氏が当社の代表取締役であった期間に当社の取締役又は監査役であっ

た者、小野氏及び岡部氏からパワーハラスメントを受けた疑義がある従業員を中心にヒアリングを実

施した。 

 

２ 調査の前提と限界 

本報告書は、当社の関係者に対して任意での協力を求め、それにより得られた資料・情報等に依拠

して可能な限り適切と考える調査及び分析を行った結果をまとめたものであるが、調査実施者には強

制力を伴う調査権限がないため調査には制限が存在した。後日、重要な情報等が開示又は提供されて

いないことが明らかとなった場合には、本報告書における事実認定や評価が変更される可能性がある

ことを留保する。当委員会は、複数回にわたって、小野氏及び岡部氏（以下両名をまとめて「小野氏

ら」ということがある。）に対し、ヒアリングの実施を申し入れるとともに日比谷パーク法律事務所が

ヒアリングを実施した際の録音データ等の提供に関する意向を確認したものの、同人らからは当委員

会が設定した期限までにヒアリング及び録音データの提供に応じる旨の回答は得られなかったため、

本報告書を作成するにあたって小野氏らの供述は事実認定の基礎としておらず、後日、小野氏らの主

張が明らかになった場合には事実認定及びこれに基づく評価が変更される可能性がある。 

なお、本調査は、当社取締役会からの委嘱に基づき、前記第 1の 3記載の目的で実施されたもので

あり、本報告書は、当社取締役会に対して報告するために作成するものであって、本件に関する将来

の行政当局や裁判所等の判断を保証するものではなく、第三者が本報告書の内容に依拠することはで

きないものとする。 

 

第３ 本調査により判明した事実 

１ 小野氏に係る事実 

⑴ 日比谷パーク法律事務所の調査報告書における認定事実 

当社においては、2023年以降、幹部職員に対する降格、役職変更や退職等が複数発生していたとこ

ろ、経営会議を含む様々な場面における小野氏から役職員に対する複数の言動につき、パワーハラス

メントに該当する又は該当する可能性が高いと認定されている。 
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また、2022年から 2023年にかけて、小野氏から、意見が対立していた当時の当社監査役 2名に対

し、監査役が有する役割・機能を十分に理解しないまま、監査役としての資質を問うなどとして、任

期途中の辞任要求のみならず解任を示唆する等の言動を行ったことが認定されている。 

 

⑵ 経営会議におけるパワーハラスメント 

日比谷パーク法律事務所の調査報告書における認定事実以外にも、本調査の結果、2024 年 1 月か

ら 2026年 3月までに開催された経営会議において、小野氏は、役職員に対し、複数回にわたり、当

社に生じた損害の個人補填を示唆する発言、役職員の人格及び当社における存在意義を否定するかの

ような屈辱感を与える発言等のパワーハラスメントに及んでいたことを認定した。 

 

⑶ 監査役の活動を牽制する言動等 

日比谷パーク法律事務所の調査で認定された言動以外にも、小野氏が当社監査役に対し、複数回に

わたり、監査役の資質を問題視する言動、監査役による情報収集を妨げ、又は監査役の活動を牽制す

る言動等に及んでいたことが確認された。 

 

⑷ その他の認定事実 

その他、本調査においては、取締役会において行われた、小野氏の当社取締役（現当社代表取締役）

である齋藤仁志氏（以下「齋藤氏」という。）に対する一部の言動はパワーハラスメントに該当すると

認定した。また、当社において 2021年以降退職者が頻発していたこと、さらに、2023年以降の当社

における人事異動が相次いでいたことについて、小野氏らが不適切に関与していたことがうかがわれ

る事例も確認された。 

 

２ 岡部氏に係る事実 

本調査では、岡部氏が、複数回にわたり、経営会議において他の役職員に対してパワーハラスメン

トを行っていた小野氏に同調し、小野氏によるパワーハラスメントを制止するどころか、これに加担

あるいは助長する言動に及んでいたと認定した。 

また、本調査において、岡部氏は、小野氏に同調するなどしていた場合以外にも、単独で当社役職

員に対するパワーハラスメントに該当する言動を行っていたことを認定した。 

 

第４ 当社のガバナンス上の問題点 

１ ガバナンス上の問題点に関する検討 

⑴ 監査役に対する辞任要求、解任の示唆 

小野氏が、当社監査役に対し、解任に相当するような事由の存在は認められない中で、辞任を要求

し、解任を示唆する言動を取ったことは、監査役に対する圧力として、監査役の独立性を脅かし得る

ものであり、ガバナンスの観点からも看過できない問題である。 
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この点、社外取締役らは、一時は小野氏と監査役との仲裁に入っていたものの、その後の両者間の

対立再燃時に、小野氏による監査役解任請求等への言及そのものを問題視して是正を求めたり、社外

取締役間で協議して監視・監督の体制を構築したりするなどの組織的な対応が行われた形跡はなく、

牽制機能が必ずしも十分ではなかったと評価し得る。 

 

⑵ 小野氏によるパワーハラスメントに該当する言動 

小野氏は、経営会議等において、当社役職員に対し、パワーハラスメントに該当する言動を行って

いたところ、経営会議への参加等を通じて上記の小野氏の言動を見聞きしていた常勤取締役及び常勤

監査役が、その場で小野氏に対して是正を促したり、取締役会にこれを報告する等の具体的な行動に

出た形跡は見当たらない。かかる事実は、常勤取締役・常勤監査役による監督機能が実質的に発揮さ

れていなかったことを示すものであり、ガバナンス上の問題があるといえる。 

 

⑶ 幹部役職員の退職等 

2023年から2024年にかけて、執行役員や本部長・部長クラスの幹部職員が相次いで退職しており、

とりわけ同年 11 月から 2025 年 2 月には、営業部の要職の退職が続き、幹部職員の退職が続いてい

た。そのような中、当時の取締役・監査役としては、以下⑷で指摘する従業員アンケートの実施等を

通じて、全社的な原因調査を行い、必要に応じて是正措置を講じることが適切であったといえるが、

当時の取締役がそのような調査の実現に踏み切らず、監査役としてもそのことについて特段異論を述

べなかったことは、ガバナンス上の問題があるといえる。 

 

⑷ 従業員アンケートの不実施 

2024年 12月 13日の取締役会において、従業員エンゲージメントや ES（従業員満足度）に関する

アンケート（以下「従業員アンケート」という。）の実施が決定されたものの、2025 年 1 月 17 日の

取締役会で従業員アンケートの実施を見送ることが決定され、その後、従業員アンケートの実施につ

いて取締役会等において再検討されることはなかった。 

関係者へのヒアリングによれば、一度は取締役会で実施を決定した従業員アンケートについて、そ

の翌月にはこれを見送る決定をした背景として、当社の 2025年第 4四半期の業績が悪化し、業績見

通しが厳しい状況にあったという事情はうかがわれるものの、取締役会での決定を覆して実施を見送

るだけの重要な事情の変化等の合理的な理由があったとまでは認められないことも踏まえると、役員

自らが、上記の当社の組織内の課題を把握し、是正を図るための機会を放棄し、問題の先送りをした

ものと評価せざるを得ず、ガバナンス上の問題があるといえる。 

 

⑸ 小野氏の言動に関する内部通報に基づく調査 

当社は、上記の従業員アンケートの実施の見送りがなされた後の 2025年 5月、小野氏及び岡部氏

の個別の言動がパワーハラスメントに該当する旨の内部通報を契機に、社外取締役及び社外監査役の

みで構成される調査チームを組成して調査を実施した。その結果、小野氏及び岡部氏の当該言動がパ
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ワーハラスメントに該当するとは認定されなかったものの、業務上の指導として、必ずしも適切とは

いえない言動も認められたとの指摘がなされた。そこで、社外役員から小野氏に対し、具体的な問題

点を挙げた上で、口頭による注意がなされたが、その後の小野氏の言動の改善状況についてフォロー

アップがされることはなく、当該調査結果を契機として、小野氏の他の言動について件外調査等が行

われることはなかった。 

2023年以降、幹部職員の退職が相次いでいたこと、2025年 1月に従業員アンケートの実施が見送

られていたことなどの背景事情等を合わせ考慮すれば、社外役員としては、内部通報を契機に調査の

幅を広げ、小野氏の言動が退職の原因となっていないか、他にハラスメントに当たるような言動がな

かったか等を調査することが適切であったといえる。そのため、社外役員が内部通報の対象事象のみ

に調査範囲を限定し、個別の言動のハラスメント該当性の判断にとどまり、件外調査を実施しなかっ

たことには、ガバナンス上の問題があるといえる。 

 

２ 善管注意義務違反に関する検討 

日比谷パーク法律事務所の調査及び本調査で判明したガバナンス上の問題点に係る事項について、

①各役員が小野氏及び岡部氏の違法行為等を認識し、又は認識し得たか、②認識し又は認識し得た場

合に、当該役員の地位・職責、業務又は監査への関与状況及び認識していた事実の内容・程度等を踏

まえ、違法行為等を阻止又は是正するために必要な対応を講じたか、という観点から、各役員の監視

義務違反又は監査義務違反（善管注意義務違反）の有無及びその程度を検討する。なお、本項におけ

る「違法行為等」には、法令違反行為のみならず、パワーハラスメントその他の不適切な言動や監査

役の独立性を害する行為等、会社の業務の適正を害する行為を含むものとして検討する。 

 

⑴ 取締役の監視義務 

ア 常勤取締役について 

常勤取締役（本報告書において岡部氏は除くものとする。以下同様。）は、経営会議の構成員として、

小野氏及び岡部氏による経営会議におけるパワーハラスメントに該当する言動を直接見聞きしてい

た事実が認められる。そのため、常勤取締役は、小野氏らに対し、パワーハラスメントに当たる言動

を改めるよう是正を促す、経営会議等において現に小野氏らからかかる言動がなされた場合にはそれ

を制する、あるいは、それでも是正されない場合には、取締役会への報告、社外取締役や監査役への

情報提供・相談等を通じて、是正に向けた具体的な対応を講じることが期待されていた。しかしなが

ら、常勤取締役がそのような具体的な指摘や是正措置を講じ、小野氏らが是正するに至った事実は確

認されていない。 

以上によれば、常勤取締役の対応は、小野氏らによるパワーハラスメントを阻止又は是正するため

の監視義務の履行として不足があった点は否定できず、監視義務違反（善管注意義務違反）があった

ものと認められる。もっとも、常勤取締役に比して圧倒的に優越的な地位にあった小野氏に常勤取締

役が異を唱えることは事実上極めて困難な状況にあり、常勤取締役も小野氏からパワーハラスメント
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を受けていた対象者であったことから、小野氏に異を唱えることが事実上極めて困難な心理的抑圧状

況に置かれていたことに鑑みると、その違反の程度は軽微というべきである。 

他方、人事部門を所管していた岡部氏は、従業員の退職理由を把握してその原因を是正すべき立場

にあったにもかかわらず、経営会議等において小野氏によるパワーハラスメントに加担あるいは助長

する発言に及んでいたのであって、少なくとも岡部氏の取締役就任後の期間については監視義務違反

があったと認められ、違反の程度も決して軽微とはいえない。 

その他の事象に関しては、常勤取締役の対応が監視義務違反を構成するとまでは評価できない。 

 

イ 社外取締役について 

社外取締役は、経営会議に出席しておらず、回覧される経営会議議事録にも小野氏らの発言の詳細

は記載されていなかったため、経営会議における小野氏らの具体的な言動を把握することは困難な状

況にあった。その他、常勤監査役から情報共有を受けていた内容を踏まえても、パワーハラスメント

に該当する個別の発言の内容について、社外取締役が認識できるほどの報告がなされていたとまでは

評価できない。また、社外取締役は、常勤監査役と社外役員との連絡協議会での議論を通じて 2024年

8 月頃において部長職の従業員の退職等が相次いでいることの認識は有していたといえるものの、そ

の原因が小野氏によるパワーハラスメントにあることを個別具体的に認識し得るまでの情報には接

していなかったと認められる。取締役会における小野氏の齋藤氏に対するパワーハラスメントについ

ては、社外取締役も直接認識し得る状況にあったものの、齋藤氏自身が当該発言を重く受け止めてい

る様子は見受けられなかったことや営業担当の取締役に対して所管業務に関連する事項を厳しく指

摘することは取締役会における議論として一定程度想定されるものであり、取締役会の議論の前提と

なる経営会議に出席していない社外役員にとっては小野氏がそのような発言に至った背景を把握し

難い側面もあったと考えられること等を考慮すると、社外役員が、小野氏の当該発言から、経営会議

その他の場面において小野氏が齋藤氏以外の役職員等に対してもパワーハラスメントに該当する言

動に及んでいるとの具体的な認識を有することまでは難しかったものと思料する。 

以上から、小野氏によるパワーハラスメントに該当する言動等への対応に関し、社外取締役に監視

義務違反があったとまでは認められない。 

その他の事象に関しても、社外取締役の対応が監視義務違反を構成するとまでは評価できない。 

 

⑵ 監査役の監査義務 

 ア 常勤監査役について 

常勤監査役は、経営会議の構成員として、小野氏らによる経営会議におけるパワーハラスメントに

該当する言動を直接見聞きし得る立場にあり、小野氏によるパワーハラスメント及びこれを一因とす

る幹部職員の相次ぐ退職を認識していたものと認められる。そのため、常勤監査役としては、小野氏

らに対し、かかる言動を改めるよう是正を促し、小野氏の言動を制する、あるいは、それでも是正さ

れない場合には、常勤監査役として取締役会への報告、社外役員への情報提供・相談等を通じて、是

正に向けた具体的な対応を講じることが期待されていた。しかしながら、常勤監査役がそのような具
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体的な指摘や是正措置を講じ、小野氏が是正するに至った事実は確認されておらず、監査義務の履行

として不足があったといえ、監査義務違反（善管注意義務違反）があったものと認められる。ただし、

常勤監査役の一部については、小野氏から解任を示唆されるなど強い圧力を受けており、退職予定者

へのヒアリングを試みるなど、原因把握に向け一定の努力を行っていたと認められる。また、常勤監

査役の一部については、監査役就任後の期間も比較的短期間であり、経営会議における個々の発言の

経緯や背景を把握し、是正措置を講じることは現実的には容易ではない面があったことは否めない。

これらの事情に鑑みると、常勤監査役らに認められる監査義務違反（善管注意義務違反）については、

その違反の程度はいずれも軽微というべきである。 

 

イ 社外監査役について 

社外監査役は、社外取締役同様、経営会議に出席しておらず、小野氏らのパワーハラスメントに当

たる言動について個別具体的に認識し得るまでの情報には接していなかったと認められる。また、社

外監査役は、常勤監査役と社外役員との連絡協議会での議論を通じて 2024年 8月頃において部長職

の従業員の退職等が相次いでいることの認識は有していたといえるものの、その原因が小野氏による

パワーハラスメントにあることを個別具体的に認識し得るまでの情報には接していなかったと認め

られる。取締役会における小野氏の齋藤氏に対するパワーハラスメントについて、社外監査役も直接

認識し得る状況にあったものの、上記⑴イに記載した理由から、社外監査役においても、小野氏の当

該発言から、経営会議その他の場面において小野氏が齋藤氏以外の役職員等に対してもパワーハラス

メントに該当する言動に及んでいるとの具体的な認識を有することまでは難しかったものと思料す

る。以上から、小野氏によるパワーハラスメントに該当する言動等への対応に関し、社外監査役に監

査義務違反（善管注意義務違反）があったとまでは認められない。 

その他の事象に関しても、社外監査役の対応が監査義務違反（善管注意義務違反）を構成するとま

では評価できない。 

 

第５ 原因分析 

   小野氏らによるパワーハラスメントが繰り返されていた背景には、小野氏らのパワーハラスメン

トに対する認識・理解が不十分であったことが原因と認められるものの、同人らの個人的な問題と

して収斂させずに、ガバナンス上の責任を検討する観点からは、当社が組織としてパワーハラスメ

ントを防止できず、是正を果たせなかった原因は以下のとおりに分析できる。 

 

１ 小野氏の圧倒的優位性を背景とした権限集中 

小野氏による不適切な言動が社内において度々問題視されていたにもかかわらず、効果的な是正措

置が講じられることなく長期にわたって問題事象が継続した背景には、小野氏の当社内における圧倒

的優位性があり、特に、小野氏は社内外あるいは役職の有無を問わず、自身の意向に反する意見を述

べた者を敵視し、対立する者を解任あるいは解雇することを直接示唆するなどしていたことに照らせ
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ば、自由闊達な議論が抑止され小野氏の顔色を窺う傾向の強い閉鎖的な組織体制となっていたことが

指摘できる。 

 

２ 小野氏らに対する牽制機能の不全 

当社の取締役及び監査役は、就任した時期と常勤であるか否かにより、小野氏らの問題行動に対す

る認識に差異があったことは否めないものの、常勤取締役及び常勤監査役においては小野氏らの言動

に問題があることを認識していたと認められ、他方、社外の取締役及び監査役においても、小野氏の

個別の言動に関する内部通報を契機とした調査に際して、問題の表層のみを見るのでなく、当社にお

ける実態やそのような実態が生じた背景を深掘りすることを通じて適切な対策を講じることが期待

されていたといえる。 

この点、従業員アンケートの実施を見送ったことや、小野氏の個別の言動に関する調査に際して、

調査対象を限定し件外調査の実施には至らなかった背景には、取締役及び監査役が相互に牽制して監

視・監督義務を果たすことにより実効的な牽制を及ぼそうとする意識が希薄であったと指摘せざるを

得ない。また、役員としては、コンプライアンスの問題と経営課題を区別して適時適切に取り組むこ

とが必要であったものの、目先の経営課題への取組みを優先する流れを止められず牽制不全となって

いたといえる。 

そして、小野氏らによる問題行動が認められた当時、指名委員会及び報酬委員会が有名無実と化し

ていたことは、取締役らに対するガバナンスを及ぼすための体制整備という面では不十分であったと

の評価を免れず、小野氏らへの権限集中に対する抑止になり得なかったといえる。 

 

３ ハラスメントを含むコンプライアンスに対する意識の鈍麻 

コンプライアンス教育の徹底が不十分であり、パワーハラスメントが繰り返されていたにもかかわ

らず、問題の根本的な解決に向けて組織全体として議論がなされていた形跡は存在せず、問題である

ことを指摘する者がいてもこれに追随して改善を図る機運が高まることはなかった。特に、代表取締

役であった小野氏及び小野氏と共通の意見を発信する機会の多かった岡部氏の意向や立場を過度に

忖度し、問題提起できなかった背景には、風通しの悪い組織風土が存在していたと評価できる。 

また、パワーハラスメントの問題を含むコンプライアンス上の課題が生じた場合でも、経営課題を

優先し、コンプライアンスの課題への取組みが進まなかった根本的な原因は、役職員個々においてコ

ンプライアンスに対する意識が鈍麻していたことにあったと考えられる。 

 

４ 内部通報制度の機能不全 

当社はコーポレート戦略本部の人事部に通報窓口を設置していたものの小野氏に同調していた岡

部氏が管掌する人事部に小野氏に関する通報をすることに躊躇があったことは想像に難くなく、小野

氏のパワーハラスメント行為との関係では当該通報窓口は機能していなかったといえる。また、外部

弁護士への相談窓口が存在しないなど、代表取締役が関与する問題について安心して通報あるいは相

談できる仕組みや適切な調査につなげるフローが確立されていなかった。 
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パワーハラスメントについて事情を知る役職員にとっては、小野氏らの言動に問題意識は持ってい

ても通報を躊躇するような運用となっており、内部通報制度が機能不全に陥っていたことから、適切

な是正措置を講じることができず、適切にガバナンスを及ぼすことができなくなっていた。 

 

第６ 再発防止策の提言 

１ 特定の取締役に対して過度に権限が集中する体制の刷新 

小野氏らによるパワーハラスメントが是正されずに長期間にわたって繰り返された背景には、特定

の取締役に権限が過度に集中しており、両名の意向に抗い難い体制が長く続いていたことが指摘でき

る。かかる事態を回避するためには、取締役相互の監視・監督機能のみならず、監査役が取締役の職

務執行について執行側の論理によらずに独自の立場から監督機能を果たすことが肝要である。特定の

取締役に権限が集中しない体制にするためには、自由闊達な議論を通じて相互に監視・監督義務を果

たす体制を構築し、不断の見直しによりこれを維持することを目指すべきである。 

 

２ 牽制機能を果たし得るガバナンス制度の構築 

適切に内部統制を及ぼすためには、役員らが牽制機能を果たすことが必要となることはいうまでも

ないが、特に利害関係の少ない社外役員がしがらみに囚われずに独立した立場から職責を果たすこと

が求められる上、内部監査室のように社内での牽制機能を期待される部署には各種ハラスメントに十

分に対応し得る能力及び経験を持つ人材を配置し、実効性をもって牽制し得るガバナンス体制を構築

する必要がある。 

 

３ コンプライアンス意識の涵養 

当社では、これまで役職員を対象とする研修は実施してきたものの、それでもコンプライアンス意

識が十分に浸透してこなかったことから、ハラスメントに特化したコンプライアンス研修を継続的に

実施することによりコンプライアンス意識の涵養を図り、職場環境を害するハラスメント等が厳しく

処分されることにつき周知することが有効であると思料する。 

また、コンプライアンス違反事案が生じた場合には、懲戒処分等を実施することを通じて実績や役

職を問わずに信賞必罰を徹底することにより、パワーハラスメント事案の問題解決を先送りにせずに

即時に対応することとし、パワーハラスメントに対する抑止力とすべきである。 

 

４ 通報窓口の運用の変更 

通報窓口への通報を躊躇させていたことの反省から、取締役から独立した組織として社内の内部監

査室に通報窓口を設置するほか、これまで社内に設置していた通報窓口の運用が奏功しなかった反省

に鑑み、社内の通報窓口に加え外部法律事務所にも個別の外部通報窓口を設置することにより、問題

が複雑に拡大する前に内部通報を通じて自浄作用を及ぼし、適切に運用することが期待される。 

当社においては、小野氏の特定の言動に関する内部通報を受けて社内調査を実施したことはあった

ものの、調査対象を限定し、件外調査を実施せず、パワーハラスメントの発覚までに時間を要した反
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省に立ち、パワーハラスメントの疑義が生じた場合には、問題の本質と背景事情を把握するために徹

底した調査を実施し、的確な是正措置を講じる必要がある。 

以上 
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